
 

「特定技能外国人受入れに関する運用要領」の一部改正について 

令和５年８月３１日 

 

 

 「特定技能外国人受入れに関する運用要領」について、下記のとおり必要な改正を行いましたので、公表します。 

 

記 

赤字は修正部分 

通し

番号 

該当ページ 

（改正後） 
改正箇所 現行 改正 

1 P.3 

 

第２章 

第２節 

第１ 受入れ分野 

【関係規定】 

出入国管理及び難民認定法別表第１の２の表の特

定技能の項の下欄に規定する産業上の分野等を定め

る省令 

 出入国管理及び難民認定法別表第１の２の表の特

定技能の項の下欄に規定する法務省令で定める産業

上の分野は、次に掲げる分野とし、同項の下欄第１号

に規定する法務省令で定める相当程度の知識又は経

験を必要とする技能及び同項の下欄第２号に規定す

る法務省令で定める熟練した技能は、基本方針にのっ

とりそれぞれ当該分野（同項の下欄第２号に規定する

法務省令で定める熟練した技能にあっては、第４号及

び第５号に掲げるものに限る。）に係る分野別運用方

針及び運用要領（当該分野を所管する関係行政機関、

法務省、警察庁、外務省及び厚生労働省が共同して定

める運用要領をいう。）で定める水準を満たす技能と

する。 

一 介護分野 

二 ビルクリーニング分野 

出入国管理及び難民認定法別表第１の２の表の特定

技能の項の下欄に規定する産業上の分野等を定める省

令 

 出入国管理及び難民認定法別表第１の２の表の特定

技能の項の下欄に規定する法務省令で定める産業上の

分野は、次に掲げる分野とし、同項の下欄第１号に規定

する法務省令で定める相当程度の知識又は経験を必要

とする技能及び同項の下欄第２号に規定する法務省令

で定める熟練した技能は、基本方針にのっとりそれぞ

れ当該分野（同項の下欄第２号に規定する法務省令で

定める熟練した技能にあっては、第２号から第１２号

までに掲げるものに限る。）に係る分野別運用方針及び

運用要領（当該分野を所管する関係行政機関、法務省、

警察庁、外務省及び厚生労働省が共同して定める運用

要領をいう。）で定める水準を満たす技能とする。 

 

一 介護分野 

二 ビルクリーニング分野 



三 素形材・産業機械・電気電子情報関連製造業分

野 

四 建設分野 

五 造船・舶用工業分野 

六 自動車整備分野 

七 航空分野 

八 宿泊分野 

九 農業分野 

十 漁業分野 

十一 飲食料品製造業分野 

十二 外食業分野 

三 素形材・産業機械・電気電子情報関連製造業分

野 

四 建設分野 

五 造船・舶用工業分野 

六 自動車整備分野 

七 航空分野 

八 宿泊分野 

九 農業分野 

十 漁業分野 

十一 飲食料品製造業分野 

十二 外食業分野 

2 P.4 第２章 

第２節 

第１ 受入れ分野 

○２つ目 

〇 特定産業分野は、出入国管理及び難民認定法別表

第１の２の表の特定技能の項の下欄に規定する産

業上の分野等を定める省令（平成３１年法務省令第

６号）（以下「分野省令」という。）において、次の

ものが定められています。なお、特定技能２号での

受入れ対象は、建設分野及び造船・舶用工業分野に

限られています。 

 

１ 介護分野 

２ ビルクリーニング分野 

３ 素形材・産業機械・電気電子情報関連製造業分野 

４ 建設分野 

５ 造船・舶用工業分野 

６ 自動車整備分野 

７ 航空分野 

８ 宿泊分野 

９ 農業分野 

１０ 漁業分野 

〇 特定産業分野は、出入国管理及び難民認定法別表

第１の２の表の特定技能の項の下欄に規定する産業

上の分野等を定める省令（平成３１年法務省令第６

号）（以下「分野省令」という。）において、次のもの

が定められています。なお、特定技能２号での受入れ

対象は、「介護分野」を除く「ビルクリーニング分野」

から「外食業分野」までの１１分野に限られていま

す。 

 

１ 介護分野 

２ ビルクリーニング分野 

３ 素形材・産業機械・電気電子情報関連製造業分野 

４ 建設分野 

５ 造船・舶用工業分野 

６ 自動車整備分野 

７ 航空分野 

８ 宿泊分野 

９ 農業分野 



１１ 飲食料品製造業分野 

１２ 外食業分野 

１０ 漁業分野 

１１ 飲食料品製造業分野 

１２ 外食業分野 

3 P.11 第３章 

第２節 「特定技能

２号」 

【留意事項】 

○３つ目 

○ 「特定技能２号」での受入れができる分野は、

分野省令において、「建設分野」と「造船・舶用工

業分野」の２分野となっています（令和４年３月

３１日時点）。 

○ 「特定技能２号」での受入れができる分野は、分

野省令において、「介護分野」を除く１１分野となっ

ています（令和５年８月３１日時点）。 

4 P.14 第４章 

第１節 

（３）技能水準に関

するもの 

【確認対象の書類】 

＜試験その他の評価

方法により技能水準

を証明する場合＞ 

・１つ目 

・分野別運用方針に定める技能試験の合格証明書の

写し 

＊詳細は本要領別冊（分野別）を参照してくださ

い。 

・分野別運用方針に定める技能試験の合格証明書の写

し 

＊詳細は本要領別紙４及び本要領別冊（分野別）を参

照してください。 

5 P.28 第２節 

（３）技能水準に関

するもの 

【確認対象の書類】 

・分野別運用方針に定める技能試験の合格証明書の

写し 

＊詳細は本要領別冊（分野別）を参照してください。 

 

・分野別運用方針に定めるその他の評価方法により

技能水準を満たすことを証明する資料 

＊試験その他の評価方法により技能水準を証明す

る場合 

＊分野別運用方針において、付加的に実務経験等

を求めている場合 

・分野別運用方針に定める技能試験の合格証明書の写

し 

＊詳細は本要領別紙４及び本要領別冊（分野別）を

参照してください。 

・分野別運用方針に定めるその他の評価方法により技

能水準を満たすことを証明する資料 

＊試験その他の評価方法により技能水準を証明する

場合 

＊分野別運用方針において、付加的に実務経験等を

求めている場合（詳細は本要領別冊（分野別）を

参照してください。） 



6 P.51 第５章 

第２節 

第１  

（１）労働、社会保

険及び租税に関する

法令の規定の遵守に

関するもの 

【確認対象の書類】 

○ 社会保険関係法

令の遵守 

＜健康保険・厚生年

金保険の適用事業所

の場合＞ 

・２つ目 

・納付の猶予許可通知書の写し又は換価の猶予許可

通知書の写し 

＊猶予制度（分割納付）の許可を受けている場合 

・納付猶予の記載がある社会保険料納入状況照会回答

票又は納付の猶予許可通知書の写し又は換価の猶予許

可通知書の写し 

＊猶予制度（分割納付）の許可を受けている場合 

7 P.96-97 第７章 

第１節 

第１ 契約変更の届

出 

別表 

項番Ⅶ 

特記事項 

・以下の場合には届出が必要 

①「１．基本賃金」の額を変更する場合 

②「１．基本賃金」の支給方法を変更する場合（月給

制→日給制、時間給制→月給制等） 

③「２．諸手当」に記載されている手当を変更する場

合 

④「賃金の支払（参考様式第１－６号別紙）」に関し、

諸手当の額を減額する場合 

⑤「３．所定時間外、休日又は深夜労働に対して支払

われる割増賃金率」を減らす場合 

⑥固定残業代制度の導入又は廃止をする場合 

⑦「６．賃金支払方法」を「口座振込」から「通貨払」

に変更する場合 

⑧「７．労使協定に基づく賃金支払時の控除」につい

て、「無」を「有」に変更する又は「有」を「無」に

・以下の場合には届出が必要 

①「１．基本賃金」を減額する場合 

②「１．基本賃金」の支給方法を変更する場合（月給制

→日給制、時間給制→月給制等） 

③「２．諸手当」に記載されている手当について、廃止

をする場合 

④「賃金の支払（参考様式第１－６号別紙）」に関し、

諸手当の額を減額する場合 

⑤「３．所定時間外、休日又は深夜労働に対して支払わ

れる割増賃金率」を減らす場合 

⑥固定残業代制度の導入又は廃止をする場合 

⑦「６．賃金支払方法」を「口座振込」から「通貨払」

に変更する場合 

⑧「７．労使協定に基づく賃金支払時の控除」について、

「無」を「有」に変更する又は「有」を「無」に変更す



変更する場合 

⑨「賃金の支払（参考様式第１－６号別紙）」に関し、

賃金支払時に控除する項目を増やす場合（単に控除項

目や控除額が減少した場合は届出不要であるが、控除

を廃止した結果、特定技能外国人の実費負担が増加

（又は新たに発生）した場合は、届出が必要） 

⑩「８．昇給」「９．賞与」「１０．退職金」につい

て、「有」から「無」に変更する場合（支給時期のみ

を変更する場合は届出不要）（会社の業績不振等を理

由に賞与の支給がなくなった場合において、当初の契

約で支給額が定められていたときは、変更が生じたも

のとして届出が必要） 

⑪「８．昇給」の金額を変更する場合 

⑫「９．賞与」「１０．退職金」を減額する場合 

⑬「１１．休業手当」について、「有」から「無」に

減らす場合及び支給率を減らす場合 

る場合 

⑨「賃金の支払（参考様式第１－６号別紙）」に関し、

賃金支払時に控除する項目を増やす場合（単に控除項

目や控除額が減少した場合は届出不要であるが、控除

を廃止した結果、特定技能外国人の実費負担が増加（又

は新たに発生）した場合は、届出が必要） 

⑩「８．昇給」「９．賞与」「１０．退職金」について、

「有」から「無」に変更する場合（支給時期のみを変更

する場合は届出不要）（会社の業績不振等を理由に賞与

の支給がなくなった場合において、当初の契約で支給

額が定められていたときは、変更が生じたものとして

届出が必要） 

⑪「８．昇給」について、「有」を「無」にする場合 

⑫「９．賞与」「１０．退職金」を減額する場合 

⑬「１１．休業手当」について、「有」から「無」に減

らす場合及び支給率を減らす場合 

8 P.102 第７章 

第２節 

別表 

項番Ⅲ 

特記事項 

①支援責任者の役職を変更する場合は届出が必要 

②新たに支援責任者を選任する場合は届出が必要 

③支援計画書に記載した支援責任者が退任した場合

は届出が必要 

④支援責任者が婚姻等によって氏名を変更した場合、

届出は不要であるが、婚姻、転籍、役職変更等によっ

て「支援の適正性を確保していることの有無」欄に変

更が生じた場合は、届出が必要 

⑤支援計画書に記載した支援担当者数が減少した場

合は届出が必要 

⑥新たな登録支援機関との間で支援委託契約を締結

した場合は届出が必要 

⑦登録支援機関との支援委託契約を終了し特定技能

①支援責任者の役職を変更する場合は届出が必要 

②新たに支援責任者を選任する場合は届出が必要 

③支援計画書に記載した支援責任者が退任した場合は

届出が必要（②に該当する場合を除く。） 

④支援計画書に記載した支援担当者数が減少した場合

は届出が必要 

⑤支援責任者が婚姻等によって氏名を変更した場合、

届出は不要であるが、婚姻、転籍、役職変更等によって

「支援の適正性を確保していることの有無」欄に変更

が生じた場合は、届出が必要 

⑥新たな登録支援機関との間で支援委託契約を締結し

た場合は届出が必要 

⑦登録支援機関との支援委託契約を終了し特定技能所



所属機関が支援を行う場合は届出が必要 属機関が支援を行う場合は届出が必要 

9 別紙１の１  

  

10 別紙１の２  

  



11 別紙４  

 

 

 

 



 

 

 

 



 

 

 

 



 

 

 

 



 

 

 

 



 

 

 

 



 

 

 

 



 

 

 

 



 

 



 

 



12 参考様式第

3－1－1 号 

（記載要領） 

【全般事項】 

１ 

 

 

13 参考様式第

3－1－2 号 

（記載要領） 

【全般事項】 

１ 

 

 

 

 



14 参考様式第

3－2 号 

（記載要領） 

１ 

 

 

 

15 参考様式第

3－3－1 号 

（記載要領） 

１ 

 

 

 

 



16 参考様式第

3－3－2 号 

（記載要領） 

１ 

 

 

 

17 参考様式第

3－4 号 

（記載要領） 

【全般事項】 

１ 

 

 

 



 

18 参考様式第

3－5 号 

（記載要領） 

１ 

 

 

 


